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小林会長ブログ「徒然なるままに」発信中！ 詳しくは連合新潟ホームページまで！

4月の主な活動
	 1日	 北陸ブロック
	 	   事務局長・副事務局長
� 研修会
	 3日	 上半期会計監査
	 4日	 春季生活闘争
	 	   中小地場総決起集会
	11日	 第3回青年委員会
	 	 地協青年代表者会議
	 	 ユースラリー
	12日	 第4回女性委員会
	15日	 社労士会要請
	20日	 第6回四役会議
	23日	 第2回組織対策委員会
	24日	 第6回執行委員会
	25日	 第97回
	 	   新潟県中央メーデー
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2026春季生活闘争に関わる新潟県への要請（内容）
【経済対策　５項目】
⑴�　持続的な賃上げには、サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配と適正な価格転
嫁、働き方も含めた取引の適正化が必要であるため、2026年１月１日施行の中小受託取引適正
化法（取適法）の浸透と「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知強化、「パ
ートナーシップ構築宣言」登録企業拡大とその実行性を強化し、機運の醸成に取り組むこと。ま
た、毎年３月・９月の「価格交渉促進月間」を県内企業に積極的に周知し、価格交渉の活発化を
はかること。

⑵�　新潟県が発注する請負・委託契約、指定管理者の指定等において、「労務費の適切な転嫁のた
めの価格交渉に関する指針」の趣旨をふまえ、労務費、原材料費、エネルギーコストの実勢価格
を反映した適正な金額による契約・協定とすること。また、2025年９月に公表された「新潟県
パートナーシップ構築宣言」を遵守するとともに、発注済の公契約（建設工事や建設工事に係る
業務委託等以外も含む）においても見直しを行い、あわせて、県内自治体や関連団体に対しても
周知と助言を行うこと。

⑶�　医療・介護等の報酬、福祉・保育等のように公定価格により収入を得る業種・業態においても、
賃上げによる労務費上昇、必要物品等の調達価格の上昇をはじめとした社会環境の変動に対し、
早期に且つ適切に反映するための制度整備を国に働きかけること。また、「ベースアップ評価料」
などの各種処遇改善加算等が確実に労働者の処遇改善につながるよう、医療機関や関係する事業
所に対し指導・周知を強化すること。あわせて、県としても「重点支援地方交付金」等を活用し
た独自の支援を検討すること。

⑷�　「継続的な人への投資」の促進は、新潟県のみならず国全体の生産性向上につながるため、県
内企業においても持続的な賃上げができるよう、人材開発支援助成金等の制度周知を進めること。
また、ＤＸ・ＧＸなどの新たな知識や技術について、労働者が働き続けながら習得できる環境を
構築すること。

⑸�　新潟県の最低賃金は、全国の地域別最低賃金の加重平均1,121円を71円下回る1,050円とな
っており、昨年と比べ差が広がっている。地域間の格差是正と若者の県内就職促進、将来の不安
を解消するため、全国加重平均との差を縮めることをめざし、「業務改善助成金」等の制度周知
を通じて、環境整備を進めること。また、最低賃金法遵守に向け、新潟労働局と連携して周知お
よび法に違反している事業所に対して指導を徹底すること。

【労働環境対策　９項目】
⑴�　職場からあらゆるハラスメントを無くし、誰もが安心して働き続けることができる環境整備を
進めるべく、まずは方針の明確化や相談窓口の設置など事業主が講じなければならない措置が適
切に行われているかを確認するとともに、労働者への理解浸透もあわせて行うこと。また、カス
タマーハラスメントについては、2026年10月１日に施行予定の「改正労働施策総合推進法」に
基づく「職場におけるカスタマーハラスメントに関して雇用管理上講ずべき措置等に関する指針
（案）」等の周知など対策を強化すること。

⑵�　「女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム（厚生労働省）」2025年３月の資料に
よれば、新潟県の男女間賃金格差は77.1（男性＝100）となっている。男女間賃金格差の一因
として、非正規雇用者での女性割合の高さや、女性管理職比率の低さが挙げられる。また、女性
活躍推進法の改正により、男女間賃金格差について精確な記録を公表するように、新潟労働局と
連携して事業所に対し指導すること。

⑶�　新潟県内で女性が活躍できる環境を構築するとともに、若年女性の県外流出を防ぐための取り
組みを推進すること。また、長時間労働などの影響により、家事や育児に取り組むことが困難な
状況が依然として残っている。男女が共に働きやすく、仕事と家庭が両立できる環境整備に取り
組むこと。

⑷�　「令和６年度新潟県賃金労働時間等実態調査」によれば、年次有給休暇取得日数は10.7日（取
得率65.6％）であり、取得日数については前年に比べて0.2日減少している。ワーク・ライフ・
バランスの観点から、有給休暇取得の増加、年間総実労働時間の縮減に取り組むとともに、「働
き方改革支援助成金」等の制度を周知し、活用を促進すること。

⑸�　関係機関と連携して県内企業の36協定の締結・点検・見直しを進めるとともに、自動車運転
業務・建設事業・医師等の時間外労働の上限規制について法令遵守を徹底すること。あわせて、
県関係職場に限らず、県が発注する請負工事契約、委託契約等の公契約先の労働者を含めて労働
時間上限規制が遵守されるよう対応を徹底すること。

⑹�　社会保険の適用範囲については、従業員数が51人以上の事業所となっており、対象となる労
働者に社会保険が確実に適用されるよう関係機関と連携するとともに、社会保険適用のメリット
について理解浸透に努めること。

⑺�　フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、業務委託を行う発注業者に対して、
2024年11月に施行された「フリーランス・事業者間取引適正化等法」に則り、書面等による取
引条件の明示、設定期日内の報酬支払、ハラスメント対策等の遵守を徹底させること。

⑻�　育児や介護等、家庭生活においてさまざまな事情を抱えながら働く人は、今後も増えていくと
推測されるため、育児休暇・介護休暇の時間単位取得、フレックスタイム制や在宅勤務など多様
な働き方が可能となるよう環境整備の取り組みを企業に対し推進すること。また、2025年に施
行された改正育児・介護休業法では、事業主が労働者に対し、制度の個別周知や意向の確認が義
務化されたため、周知徹底に努めること。あわせて、新潟県の「男性の育児休業取得促進助成
金」について、更なる周知活動を行うこと。

⑼�　ジェンダー平等社会の実現に向けて、性的指向・性自認に関する差別の禁止を推進するととも
に、アウティングならびにカミングアウトの強制の防止やプライバシー保護に取り組むこと。ま
た、2024年９月から開始された「新潟県パートナーシップ制度」を県民に広く周知すること。

【雇用対策　２項目】
⑴�　新潟労働局「令和７年障害者雇用状況の集計結果」によれば、県内民間企業の障害者法定雇用
率達成割合は56.0％に留まっている。働く仲間全体の生活向上・改善に向けて、すべての企業
において法定雇用率以上となるよう、県の「障害者雇用促進プロジェクト」や、国の「障害者雇
用納付金制度」および「障害者雇用促進法」に基づく各種指針について周知をはかり、障がい者
雇用を一層促進すること。

⑵�　働くことを希望する高齢期の労働者が安定的に働ける環境を整備するため、企業に対して
「65歳超雇用推進助成金制度」や相談機関等を周知すること。また、定年以降もモチベーショ
ンを維持、向上できるよう企業への働きかけを行うこと。
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た
め
て
春
季
生
活
闘
争
の

取
り
組
み
が
官
民
一
体
で
あ
る

こ
と
を
示
し
ま
し

た
。

　

集
会
の
前
段
に

は
、
デ
モ
行
進
を

行
い
、
２
０
２
６

春
季
生
活
闘
争
に

お
け
る
連
合
新
潟

の
取
り
組
み
を
市

民
の
方
々
へ
ア
ピ

ー
ル
し
ま
し
た
。

　

中
小
組
合
を
中

心
に
、
今
後
も
交

渉
が
続
き
ま
す
。

こ
だ
わ
ろ
う
！
く
ら
し
の
向
上 

ひ
ろ
げ
よ
う
！
仲
間
の
輪

を
合
言
葉
に
、
粘
り
強
い
協

議
・
交
渉
で
、
前
年
を
上
回
る

賃
上
げ
を
実
現
し
、
実
質
賃
金

を
プ
ラ
ス
に
改
善
し
ま
し
ょ
う
。

2026春季生活闘争
連合新潟の妥結ミニマム基準
賃金カーブ維持相当分� 4,500円 と
　　賃金改善分�  5,500円以上 を
　　あわせ　�  10,000円以上 　
� をめざす

連合新潟  2026春季生活闘争第4回要求集計結果（3月27日公表）
☆調査対象335組合（68,610名）のうち、要求提出報告があったのは176組合
(43,567名）

☆平均方式173組合（42,196名）
☆集計可能な組合は109組合（37,097名）。集計結果は以下の通り。
☆額・率両方のデータのない組合は集計対象外。

定昇込み平均賃上げ方式【 要求集計 】

集計組合
組合員１人あたり平均 １組合あたり平均

（加重平均） （単純平均）
組合数 人員 金額 率 金額 率

計 109 37,097 19,471 6.36 18,865 6.79 

連合新潟  2026春季生活闘争 第4回回答・妥結集計結果（3月27日公表）
☆回答・妥結報告があった組合54組合（18,956名）。
☆集計可能な平均方式組合の結果は以下の通り。
☆「2026額・率」と「2025額・率」すべてのデータがないところは集計対象外。

定昇込み平均賃上げ方式【 回答・妥結集計 】

規模別
集計組合

2026 2025同時期 対　　　比
加重平均 単純平均 加重平均 単純平均 加重平均 単純平均

組合数 人員 金額 率 金額 率 金額 率 金額 率 金額 率 金額 率

計

～99 8 406 9,847 4.13 9,828 4.15 7,535 3.19 7,562 3.21 2,312 0.94 2,266 0.93 
100～299 10 1,432 10,340 3.71 10,936 3.92 10,766 4.01 10,624 3.92 -427 -0.30 313 0.00 
300～999 10 3,752 13,102 4.37 13,046 4.54 13,128 4.35 11,745 4.03 -27 0.03 1,301 0.50 
1000～ 4 7,694 17,787 5.55 16,983 5.40 17,257 5.63 16,497 5.45 530 -0.07 486 -0.06 
計 32 13,284 15,418 4.98 12,074 4.36 15,094 5.02 10,943 3.97 324 -0.04 1,132 0.38 

答
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

県
知
事
要
請
の
他
に
、
新
潟

労
働
局
、
新
潟
県
中
小
企
業
団

体
中
央
会
、
新
潟
県
商
工
会
連

合
会
に
も
要
請
書
を
提
出
し
、

有
意
義
な
意
見
交
換
を
行
い
ま

し
た
。

「
こ
だ
わ
ろ
う
！
く
ら
し
の
向
上

�

　
ひ
ろ
げ
よ
う
！
仲
間
の
輪
」

２
０
２
６
春
季
生
活
闘
争
勝
利
！

�

中
小
・
地
場
総
決
起
集
会
を
開
催

『連合新潟機関紙  2026年３月号』
お詫びと訂正のお知らせ

　2026年３月号において記載記事に誤記がございました。
　以下のとおり訂正いたしますとともに深くお詫び申し上
げます。

４月の自治体選挙連合新潟推薦候補予定者
（三条市議会議員選挙）

【誤】　岡本　康佑（おかもと　こうゆう）
【正】　岡本　康佑（おかもと　こうすけ）
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公式キャラクター
ピットくん

※画像はイメージです。
※在庫状況によっては、他のノベルティをお渡しする場合が
ございます。

連　　　合　　　新　　　潟

労働で悩んでいる人、あなたの周りにいませんか？　無料相談 0
フリーダイヤル

120-1
いこうよ

54-0
れんごうに

52（平日10:00～17:00）

グループディスカッションでは活発な意見交換グループディスカッションでは活発な意見交換

JR新潟駅前で女性の社会的地位向上と人権確保を訴えましたJR新潟駅前で女性の社会的地位向上と人権確保を訴えました

講師への質疑も多数寄せられました講師への質疑も多数寄せられました

連休日数 組合数 率
５連休 45 38.1%
４連休 15 12.7%
３連休 2 1.7%
２連休 1 0.8%
連休なし 6 5.1%
合計 118 100.0%

連休日数 組合数 率
12連休 0 0.0%
11連休 2 1.7%
10連休 0 0.0%
９連休 1 0.8%
８連休 20 16.9%
７連休 5 4.2%
６連休 21 17.8%

2026年４月15日 平成２年２月19日
第三種郵便物認可（ ） （毎月１回15日発行） (2)第422号

　

４
月
で
す
。
新
年

度
を
迎
え
る
に
あ
た

り
、
皆
さ
ん
は
い
か

が
お
過
ご
し
で
し
ょ

う
か
？

　

４
月
に
な
る
と
、

学
生
時
代
は
学
年
が
一
つ
上
が

る
こ
と
で
、
少
し
大
人
に
な
っ

た
気
分
に
な
っ
た
り
、
新
入
生

に
な
る
年
は
、
新
た
な
気
持
ち

で
一
年
生
か
ら
の
ス
タ
ー
ト
を

迎
え
た
り
、
毎
年
、
環
境
の
変

化
が
あ
っ
た
も
の
で
す
。
私
の

場
合
、
社
会
人
に
な
っ
て
か
ら

は
、
４
月
の
環
境
変
化
か
ら
縁

が
遠
く
な
り
、
な
ん
と
な
く
４

月
が
始
ま
っ
て
い
ま
す
。
そ
し

て
、
あ
っ
と
い
う
間
に
次
の
４

月
が
訪
れ
る
の
で
す
。
よ
し
、

今
年
度
は
自
身
が
成
長
す
る
た

め
に
、
何
か
目
標
を
掲
げ
ら
れ

る
よ
う
、
考
え
て
み
る
こ
と
に

し
ま
す
。
次
の
４
月
が
来
る
ま

で
に
。�

（
百
）

「
連
合
新
潟
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
推
進
計
画
フ
ェ
ー
ズ
２
」

�

促
進
に
向
け
た
議
論
を
実
施

４月から６月は４月から６月は
    組織拡大    組織拡大
� 強化月間� 強化月間

国際女性デー国際女性デー
第32回にいがた集会第32回にいがた集会

を開催を開催

　

３
月
14
日
、
連
合
新
潟
女
性

委
員
会
は
、
万
代
市
民
会
館
で

国
際
女
性
デ
ー
第
32
回
に
い
が

た
集
会
を
開
催
し
、
構
成
組
織
、

地
域
協
議
会
、
連
合
新
潟
女
性

委
員
会
役
員
か
ら
56
人
が
参
加

し
ま
し
た
。

　

集
会
で
は
、
東
京
大
学
教
授

の
瀬
地
山
角
氏
を
講
師
に
招
き
、

「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
で
持
続
可

能
な
社
会
を
」
を
テ
ー
マ
に
、

働
く
男
女
の
人
生
観
や
男
性
の

育
児
・
家
事
へ
の
か
か
わ
り
方

な
ど
、
自
身
の
経
験
談
を
交
え

な
が
ら
、
幅
広
い
内
容
の
講
演

を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
終
了
後

の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
も
好
意

的
な
意
見
が
多
数
あ
り
、

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
推
進
の

重
要
性
を
改
め
て
確
認
で

き
ま
し
た
。

　

集
会
の
前
段
に
は
、
Ｊ

Ｒ
新
潟
駅
前
で
街
宣
行
動

を
行
い
、
一
般
市
民
に
向

け
て
、
国
際
女
性
デ
ー
の

起
源
に
ふ
れ
つ
つ
、
働
く

女
性
の
処
遇
改
善
、
賃
金

向
上
の
重
要
性
を
訴
え
ま

し
た
。

　

３
月
24
日
、
第
２
回
ジ
ェ
ン
ダ
ー

平
等
推
進
委
員
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

　

本
委
員
会
で
は
、
連
合
新
潟
ジ
ェ

ン
ダ
ー
平
等
推
進
計
画
フ
ェ
ー
ズ
２

の
進
捗
フ
ォ
ロ
ー
に
つ
い
て
協
議
を

行
い
、
後
半
は
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ

ッ
シ
ョ
ン
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

フ
ェ
ー
ズ
２
の
計
画
期
間
は
２
０

２
５
年
11
月
か
ら
２
０
３
０
年
10
月

ま
で
と
な
り
、
各
目
標
が
ス
テ
ッ
プ

ご
と
に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
目
標

達
成
に
向
け
、
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

を
策
定
し
、
今
年
度
の
具
体
的
な
取

り
組
み
内
容
に
つ
い
て
確
認
し
ま
し

た
。

　

職
場
や
社
会
の
持
続
性
を
高
め
る

た
め
に
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を
推
進

し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
フ
ェ

ー
ズ
２
の
目
標
達
成
に
向
け
、
各
構

成
組
織
・
地
域
協
議
会
を
対
象
に
男

女
平
等
参
画
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
ま
す
の
で
、
各
組
織

か
ら
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

第
97
回
メ
ー
デ
ー
新
潟
県
統
一
テ
ー
マ

「
物
価
高
に
負
け
な
い
賃
上
げ
」

第97回メーデー 県内開催一覧
地　区 と　　　き と　 こ 　ろ
県 中 央 ４月25日（ 土 ）14:00 万代島多目的広場（大かま）
村上･岩船 ４月25日（ 土 ） 9:30 村上市民ふれあいセンター
胎 内 ４月24日（ 金 ）18:30 胎内市産業文化会館
新発田･聖籠 ４月25日（ 土 ）10:00 新発田市民文化会館
阿 賀 野 ４月26日（ 日 ）10:00 阿賀野市瓢湖水きん公園 野外ステージ
五 泉 ４月25日（ 土 ）13:00 五泉市総合会館 中ホール
東 蒲 原 ４月25日（ 土 ）10:00 阿賀町文化福祉会館
佐 渡 ４月29日（水・祝）10:00 金井コミュニティーセンター 大ホール
県 央 ４月29日（水・祝）10:00 燕市吉田産業会館
長 岡 ４月25日（ 土 ） 9:45 長岡市立劇場 大ホール
見 附 ４月30日（ 木 ）18:30 見附市文化ホール アルカディア 小ホール
小 千 谷 ４月26日（ 日 ）10:00 小千谷市民会館 大ホール
北 魚 沼 ４月25日（ 土 ）10:00 魚沼市小出ボランティアセンター
南 魚 沼 ４月25日（ 土 ）10:00 南魚沼市民会館 大ホール
十 日 町 ４月29日（水・祝） 9:30 越後妻有文化ホール 段十ろう
柏 崎 ５月１日（ 金 ）18:30 柏崎市文化会館アルフォーレ 大ホール
上 越 ４月25日（ 土 ） 9:30 上越文化会館 大ホール
頸 南 ４月26日（ 日 ）10:00 ふれあい会館 ふれあいホール
糸 魚 川 ５月１日（ 金 ）14:00 ビーチホールまがたま 多目的ホール

土田竜吾氏の推薦を決定
新潟県知事選挙

（５月14日告示　５月31日投開票）

　連合新潟は、新潟県知事選挙における

候補予定者として「土
つち

田
だ

竜
りゅう

吾
ご

」さんの

推薦を第５回執行委員会で決定しました。

《プロフィール》
1988年５月13日生まれ（旧柿崎町）（37歳）
2009年　長野工業高等専門学校電機電子工業

科卒業
　　　　一般企業へ就職
2015年～上越市東本町で「八百屋の土田」を

開業
2016年～2022年
　　　　森ゆうこ参議院議員秘書
2023年　新潟県議会議員初当選

2026年「太陽と緑の週」休日調査の集計結果
◆調査対象組合
　連合新潟加盟組合の民間220組合（運輸・ハイタク・流通関係を除く）
を対象としました。

◆調査・集計
　往復はがきによるアンケート方式で、2026年３月に実施しました。
３月31日までに回答のあった118組合（回収率53.6％）のうち、各項目
で集計可能な組合の結果は以下のとおりです。

◆調査期間
　2026年４月25日（土）～５月６日（水・振替休日）

（１）業種別集計

業種 鉱業 建設業 製造業 電気・ガス
熱供給・水道業

情報
通信業

金融・
保険業

平　均
休日数 8.4 7.8 8.0 9.0 8.0 

業種 医療・
福祉

教育・
学習支援

複合
サービス業

サービス業
・その他 計

平　均
休日数 8.3 3.5 8.0 6.0 7.7 

（２）規模別

規模 1000人
以上

300～
999人

100～
299人 99人以下

平　均
休日数 8.2 8.4 7.6 6.6 

◆集計結果の概要
１．４月25日から５月６日まで（12日間）の平均休日数は7.7日で、昨年（2025
年）より、0.6日増加しました。

　　この間の12連休～２連休取得組合は112組合で全体の94.9％でしたが、
５連休が45組合で全体の38.1％と一番多くなりました。一方 曜日まわり
の関係から９連休以上の大型連休は少数となりました。

２．業種別平均休日数は、情報通信業が9.0日と最も多く、教育・学習支援
が3.5日と少なくなっています。

３．企業規模別の平均休日数では、300～999人以上が8.4日で最も多くなっ
ており、99人以下が6.6日と少
なくなっています。

４．メーデー（５月１日）が休日の
組合は、５月１日が平日という
こともあり43.2％でした。

※あわせて昨年に引き続き計画年休の
設定の調査をしています。

　これらの調査結果の全体は連合新潟
HPに掲載しますのでご覧ください。


